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パイルネット施工区間の盛土嵩上げに

伴うJR軌道への影響予測

棚橋　由彦＊・藤田　道浩＊＊
川上　義幸＊＊＊・塚元　伸一＊＊＊＊

Influence　Prediction　on　JR　Railroad　according　Fill　Raising

　　　　　　　　　　　at　Pile　Net　Execution　Area

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　by

Yoshihiko　TANABASHI＊，　Michihiro　FUJITA＊＊，　Yoshiyuki　KAWAKAMI＊＊＊

　　　　　　　　　　　　　and　Shinichi　TSUKAMOTO＊＊＊＊

　　　Apile　net　method　is　one　of　the　pile　driving　works　for　reinforcing　soft　ground．　It　was　developed　in

　1976as　a　countermeasure　for　high　organic　soil　deposit　in　Hokkaido，　Japan．　The　application　of　the　pile

　met　nethod　to　the　Ariake　clay　ground　has　been　carried　out　since　1981　at　three　districts　in　the　Rokドaku

　River　system　on　the　Saga　plain，　In　the　Kutsugu　district，　the　pile　net　was　driven　near　the　rail　road

　embankment　of　JR　Sasebo　line　in　order　to　study　the　effect　of　restraining　the　lateral　flow　of　the　soft

　ground．　Due　to　the　heavy　rainfall　which　occurred　in　the　north－middle　part　of　Kyushu　on　2nd　Julyユ990，

　9points　of　the　embankments　in　the　Rokkaku　River　system　was　broken　and　overtopping　extended　to　l1，

　300m．　Therefore，　fill　raising　of　1．6m童n　height　will　be　executed　in　this　area　in　1994．

　　　This　paper　discusses　the　judgement　taken　for　the　reinforcement　for　the　above　plan　by　means　of

　synthetic　3nalysis，　consisting　of　bearing　capacity，　slope　stability　and　stress－coupling　finite　element

　analysis．　The　results　of　the　analysis　show　that　the　plan　will　be　successfully　executed　using　only　small

　sized　filli皐g　of　l　m　in　height　at　inland。

1．はじめに

　軟弱地盤対策工法は，その種類が多く，また10年未

満で新旧の工法が入れ替わるほど，常に技術開発が行

われている．

　しかし，最近では防災上の見地から，河川の築堤に

あたり乾期中の早期施工が要求される例，あるいは鉄

道の高速化・複線化に伴う盛土工事において，住宅事

情などから周辺地盤への影響に対する厳しい規制が要

求されるなど，従来の対策工では処理できない事例が

増加している．

　このような背景のもとに，信頼性・施工性・経済性

を兼ね備えた対策工法として注目されているのがパイ

ルネット工法である．パイルネット工法は，北海道石

狩川築堤工事1），国鉄函館本線手稲・琴似間盛土工事2），

国鉄成田線佐倉・成田間の増線工事3），また建設省九州

地建武雄工事事務所の六角川築堤工事4）などで，盛土

沈下および周辺地盤の変位抑制に良好な効果がある旨

報告されている．
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Fig．1　Cross　section　of　pile　net　method　at　Kut・

　　　　sugu　district　in　the　Saga　Plain（25K／100）
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Fig．2　Bar　arrangement　of　pile　net

　　　　method

　1990年九州中北部豪雨により，佐賀県六角川水系の

4河川（六角川，武雄川，牛津川，晴谷川）では，破

堤9ケ所，越水11．3㎞の大被害を受けた，そのため，

六角川水系は平成2年から5年間に渡り，激特事業の

指定を受け河川改修が計画されている．その計画の一

つとしてJR佐世保線に隣接している六角川久津具地

区のパイルネット処理区間において，盛土1．6mの嵩上

げ工事が計画されている．

　本研究では，支持力理論および斜面安定解析により，

パイルネット施工区間の盛土嵩上げ工事の安定性を評

価する．また，有限要素解析により，地盤沈下，側

方変位の予測を行うとともに，盛土嵩上げ工事に伴う

JR軌道への影響予測を行い，盛土嵩上げの可否を検

討する．

2．パイルネット施工区の概要

2，1　パイルネット工法

　Fig．1に建設省武雄工事事務所が久津具地区で実施

したパイルネット工法の断面図，Fig．2にその配筋図，

Fig．　Sにパイルネット適用区間の平面図を示す．パイ

ルネット工法は，軟弱地盤中に木杭を打ち込み，杭頭

を鉄筋で連結した後，その上部にサンドマットおよび

透水性シートを敷設して盛土を行う工法である．パイ

ルネット工法では，杭と杭処理区域内の地盤との一体

化した沈下を期待するために群杭理論を適用している，

すなわち群杭としての条件式（1）を満足する杭間隔を採

用している，

　1）o≦1．5～／ラ7一：一Z＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）

　ただし，1）。：杭間隔，γ：杭平均半径，L：杭長

　久津具地区の杭間隔は式（1）を満足する1．5mである．

なお，Iseda，　Tanabashiら5）により有明粘土地盤にお

けるパイルネット工法の設計指針が提案されている．
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2．2地盤構成

　六角川流域の久津具地区のある有明海周辺は，日本

でも有数の超軟弱地盤地帯である．土質工学上問題と

なる沖積粘性土（有明粘土）層は13～25mの層厚をな

し，所々に有機質や貝殻片を混入している．

　Fig．4に有明粘土の土質特性を示す．この図から，

自然含水比（w）は80～120％程度であり，液性限界よ

り大きく，鋭敏かつ不安定な粘土であることが分かる．

また，一軸圧縮強さ（q。）は相対的に小さく，深度が

増すにつれて大きくなる傾向にあり，若干過圧密状態

にある．
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Fig．4　　Soil　properties　at　the　site
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2．3築堤計画

　六角川左岸（24K550～25K／525（Fig．3参照））の

久津具地区は，JR佐世保線に近接して暫定盛土が施

工されたため，その側方変位防止を目的としてパイル

ネット工法が採用されている．暫定盛土は1982年3月

に盛土2．5mの施工を行っている．

　1990年7月の九州中北部豪雨により六角川は甚大な

被害を受け，久津具地区では1994年1月から計画高ま

で1．6m盛土嵩上げを行う予定である．

討フローを示す．盛土嵩上げの安全性を検討するため，

安定性および変形に関する検討を行う．安定性に関し

ては，群杭の支持力理論，斜面安定解析による安定性

について検討する．円弧すべりによる検討は木杭のせ

ん断抵抗を無視した場合，考慮した場合の2通り行う．

また，変形に関してはFEM応力解析により総合評価

する．

　これらの検討の結果，対策工の必要性を判断し，築

堤計画を立案するものである．

3．築堤計画の検討

3．1検討方針

　久津具地区では暫定堤防高対応でパイルネットエの

設計・施工が行われており，今後計画高まで築堤した

場合に安定性を確保し得るか否かが問題となっている．

また，パイルネット処理区間には堤内側にJR軌道が

隣接している．堤防法面とJR軌道は最短で15mしか

離れておらず，盛土嵩上げに伴ってJR軌道に変状を

及ぼすか否かが問題となる．

　上記の主旨をふまえ，Fig．5に築堤計画に関する検
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Fig．5　Flow　chart　of　embankment　planning　at

　　　　Kutsugu　District　in　the　Saga　Plain

3．2安定検討

　パイルネット工法の安定性については，一般にパイ

ルネットを群杭とみなした支持力理論で検討すること

が多い．しかしながら，パイルネット処理部を土と木

杭の複合地盤と考えれば円弧すべりによる安定計算も

適用可能である．

　ここでは，次の2種の方法で安定検討を行う．

（1）支持力理論

　杭の支持力として，木杭1本当りの極限支持力Rdは

以下の式で表される．

Rd＝［．4（σ、一P）＋σ㊨，S］／η

P＝γ2Df＋η四，／A

湘南＋÷簿・B・醗箆・ム・福

ここに，

　Rd：杭1本当りの極限支持力，　A

　理面積，し「：杭周長，1）f：杭長，

（2）

（3）

（4）

　　　　　　　　　　　　　　　：パイルネット処

　　　　　　　　　　　　　　　S：杭に接する土

の平均せん断抵抗，η：杭本数，隅：杭重量，σd：

底面を基礎荷重とみなしたときの極限支持力，o：

粘着力，γ1，γ2：それぞれ杭先端より下，上の平均湿

潤単位体積重量

巫，1W，．祐：支持力係数

次に杭に作用する上行荷重《は式（5）のようになる．

　几＝1）02（γth十レレ忌）

ここに，

　凡：杭に作用する上載荷重，1）。：杭間隔，

　γt：盛土の単位体積重量，乃：盛土の高さ，

　肱：重機重量（活荷重）（＝1．Otf／m2）

（5）

　群杭基礎とした場合の安全率（沈下釣合い係数）は

式（6）で表される．

凡一艨@　　　　　　　（6）
　ここに安全率として，瓦＝1．30を目標安全率とする．
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（2）円弧すべり計算

　パイルネットが施工されている地盤における円弧す

べりの安定計算方法はその挙動が複雑なこともあり，

現在まで確立されていない．

　そこで，今回の円弧すべりによる検討はパイルネッ

トがないものとした場合の検討と，木杭がすべりに対

して抵抗するとみなした場合に分けて実施した．

　パイルネットがない場合の円弧すべり計算式は式（？）

のようになる．

瓦一G一

ここに，

Σ｛01＋確cosθtanφ｝

　　　　　　　ΣWsinθ

　　　　F』：安全率，伊：スライスの重量、

θ：スライス底画の法線と鉛直線のなす角度

。：粘着力，φ：内部摩擦角

〃R：抵抗モーメント，

〃』：滑動モーメント

（7）

　また，木杭のせん断抵抗を見込んだ安全率は次の通

りである．

　　〃R十∠F・R1菟’＝

　　　　払

ここに，瓦’：木杭を見込んだ安全率

、4F：木杭のせん断力

R：すべり円弧の半径

なお，目標安全率は飛，飛’＝1．30とする．

（8）
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Fig．6　Flow　chart　of　displacement　analysis

3．3　変形の検討

（1）検討手順

　久津具地区ではJR佐世保線に近接しているため，

暫定盛土が施工された1982年3月から約2年間，動態

観測が行われた．

　本研究では，この動態観測結果に基づきFEM解析

に用いるパラメータの同定を行い，今後予定されてい

る盛土嵩上げによる堤防および周辺地盤（特にJR軌

道）の変形予測を行う．なお，変形に関する検討手順

の詳細をF玉g．6に示す．

（2）解析方法

（a）地盤モデル

　解析には軟弱地盤で問題となる，塑性流動，側方隆

起に十分追随できる関口・太田モデル6）を採用する．

　関口・太田モデルは正規圧密粘土の二次圧縮特性，

応力誘起異方性と時間依存性を表現できる弾・粘塑性

構成式である．

　関口・太田モデルの降伏関数は，次式で与えられる．

∫一諾1・（σm’σmO’）＋D・・

　ここに，

　λ：圧縮指数：，κ：膨潤指数，20：初期間隙比

　σm。’：初期平均有効主応力，

　σm’：平均有効主応力，D：ダイレタンシー係数，

　η＊＝　　3　2．ηI」一ηi」0　η」」一ηi」0

　ηij＝Slj／ρ，，ηi50＝SijO／ρo，

Si」：偏差応力

また，粘塑性ひずみ速度ξijPは

高2一
m｛・一・xp（一間）｝腸器＋・ブ）

＋論・x・（∫一Vp　α）協／∂鎌

（9）

⑩

　ここに，v，：塑性体積ひずみ，α：二次圧縮係数であ

る．

（b）解析手法

　本解析では，Biotの三次元圧密理論7）をベースにし

た有限要素連成解析を用いる．

　連成解析は，間隙流体と土骨格を連成させて解析す

る手法であり，変位と間隙水圧をともに節点で離散化

し，有限要素定式化を行うものである．

　本研究で用いた弾・粘塑性有限要素解析プログラ

ム8）は，Biotが土骨格を線形弾性としていたのに対し，

弾・粘塑性構成モデルとして関口・太田の構成式を採

用し，赤井・田村9）により定式化されたものである．杭

をビーム＋ジョイント要素，杭頭を連結する鉄筋を
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ビーム要素としたモデルを組合わせ構成している．

（3）JR軌道に及ぼす影響

　JR線については，在来線軌道整備等により，軌道

の変形許容値が定められている．Table　1に，一般の

鉄道における軌道狂いの整備基準10）を示す．

　高低狂いは，片側レールの長さ方向の凹凸で，長さ

10mの弦に対するレール踏面の正雀，すなわち弦の両

端のレール踏面の位置に対する中央部位置のずれの程

度を表す．また通り狂いは，レール側面の長さ方向の

凹凸をいい，長さ10mの弦によるレール内側面の正解

で表せる．

　　　　　　　　　　　ワ　JR佐世保線は2級線であるので，　Table　1より静

的基準値は高低で8㎜／10m，通りで8㎜／10mとなる．

Table　l　Limited　values　of　deformation　for

　　　　JR　rail　road　　　　　　（単位：㎜）

乗心地整備基準値 仕上り基準値

各線別とも共通1級線 2級線 3級線 4級線

一　般

諱@間

コンクリート

ｹ　床
諱@間

軌　　　問
＋10（＋6）

黷T（一4）

（＋1）

i一3）

（0）

i一3）

水　　　準
11

i7）

12

i8）

13

i9）

16

ｿ1）

（4） （2）

高　　圧
i皿／10m）

13

i7）

14

i8）

13

i9）

19

曹P）

（4） （2＞

通　　　り

i㎜／10m）

13

i7）

14

i8）

16

i9）

19

ill）

（4） （2）

数：値は，高速軌道検速車による動的値を示す．

ただし，（）内は静的値を示す．

4．安定性評価

4．1　支持力理論による評価

　支持力理論による検討断面に25K／100（Fig．3参照）

を選定した．選定理由は，最近において測量された断

面であり，地盤状況および土性が明らかなためである．

　対象地盤は沈下を生じやすい軟弱地盤であるので，

群杭の周面摩擦力を無視し，かつ木杭の自重の項を無

視すると，式（2＞，（3＞は次のようになる．

R、一互（σd－P）ユ（σ、一ゆ，）　　　（11）
　　　η　　　　　　　　　η

　また，木杭下端は粘性土であるので内部摩擦角φ＝

0とすると，支持力係数は瓦＝5．3，麟＝0，〈ら＝1．0

となり，式（4），（11＞から極限支持力は1ぞdは，

　　　5．30ン4　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）　1～d＝

　ここで，杭底面地盤が一体となって働く有効断面積

はノ1／η＝π1）02／4（D。＝1．5m）であるので，式（12）は，

　∫～d＝9．37c　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）

　となる．木杭先端の粘着力。＝2．15tf／㎡であるので，

極限支持力は1ぞd＝20．15tf／本となる．

　次に，杭に作用する上載荷重を検討する．盛土の単

位積重量はγt＝1，8tf／㎡，盛土の高さは最大でぬm、．＝

4．2m，平均で妬ean＝2．5mである．活荷重を隅＝LO

tf／㎡と見込むと，上載荷重Rは，ぬmaxのとき几＝

19．26tf／本，乃mea．のとき・恥＝12．38tf／本である．

　安全率凡は，式（6＞より，盛土高さが最大の場合1，05，

平均高さの場合1．63となり，したがって，盛土荷重を

平均高さで考えると凡＞1．3で安定となっているが，

最大高さで考えると凡く1．3で目標安全率に達してい

ない．しかしながら，北海道開発局では飛＝0．8～1．2

で実施されているので，この例に従うといずれも許容

三内にあるといえる．

4．2　円弧すべりによる評価

　Fig．7（a）にパイルネット処理がない場合の安定計算

結果を示す．図に示すように堤外側で2種類の最小安

全率（大円で瓦＝1．104，中円で飛＝1．320），堤外側

で1種類の最小安全率飛＝1．114が得られた．この結

果，目標安全率はF』＝1．30なので，堤内側・堤外側と

も安全性を確保できなくなる．

　ここで，堤内側ではFig．7（a）に示すように法尻付近

に部分的に盛土がなされており，窪地が形成されてい

る．Fig．7（a）の最小安全率を示す円弧は，この窪地を

抜けるような形状を示しているので，窪地を埋めるよ

うな押え盛土を施工すると安全率は高くなると考えら

れる，このことより，Fig．7（b）に押え盛土をした場合

の安定計算結果を示す．図に示すように押え盛土施工

により最小安全率凡＝L411となり，1．3を上回ること

が可能となった．

　次に，堤外側のすべりについては，式（8）の木杭の抵

抗を見込んだ安全率を用いるとF』’；1．34となり目標

安全率を確保することができる．
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5．変形の予測

5．1　解析モデルおよび解析条件

　Fig．3に示した久津具地区のパイルネット処理区間

（25K／100）の有限要素解析モデルをFig．8に示す．

　解析モデルは軟弱地盤層厚が16．5m，盛土幅35．3m，

盛土左法尻からJR軌道までの距離44．2m，パイル

ネット処理区間24。Om，要素数350，節点数396に分割

した．杭はビーム＋ジョイント要素として設置した．

また，杭頭の連結鉄筋についてはビーム要素としてモ

デル化を行った．盛土部分の斜線部は今回予定されて

いる盛土嵩上げ部分である．なお，堤防盛土は，1982

年3月から1982年5月までに築堤され，以後12年間放

置され1994年1月嵩上げ盛土が予定されている（Fig，

11（a））参照．

　変位境界条件は，底面は水平，鉛直両方向に拘束，側

面は水平方向のみを拘束している．水理境界条件は両

面排水，側面非排水としている．

　盛土は要素荷重（弾性材料）でシミュレートし，盛

り立て過程はFig．11（a）に示す．解析期間は，1982年3

月から1999年1月までである．

　なお，解析に用いた入力パラメータは太田・鍋谷

ら11）の設定法よりTable2のように決定した．

5．2解析結果
（1）沈下状況

　Fig．9に，1983年3月における沈下断面図を示す．

図には，パイルネット施工（図中破線），無処理（図中

点線）の計算値と実測値（図中プロット点）が併せ示

されている．

　Fig．9に示すように，実測値が左右対称でなく，特

に堤外で特異な形状を示しているため計算値と一致し
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Table　2　1nput　Values　of　Soil　Parameters

D：coefficient　of　dilatancy

A：irreversibility　ratio＝1一κ／λ

M：critical　state　parameter

り’：effective　Poisson’s　ratio

kxo／γw：coefficient　of

　　　permeabnity　of　x　direction

kyo／γw：coefficient　of

　　　permeability　of　y　direction

σvo’：preconsolidation　pressure

K。：coefficient　of　earth　pressure

　　at　rest

σヤf’：effective　overburden　pressure

K重：coefficient　of　earth　pressure

　　at　reSt　ln－SltU

λ：compression　index

eo：void　ratio（at　preconsolidation）

0．021～0．172

0．0894

0。3～2．43

0．417

4．22・10－3（m／d）

4．9・10－6（m／d）

4．3～12．5（tf／㎡）

0，717

0．37～7．1（tf／㎡）

0．849～1．541

0．737

2．225
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ved　land　subsidence　on　Mar．1983（cross

section）

ない部分があるが，巨視的にみるとパイルネットを考

慮したモデルが実測値をよく反映しており，妥当な解

析モデルといえる．

　Fig．10に地表面変化の経時変化を示す．この図は嵩

上げ盛土直後（1994年），2年後（1996年），5年後（1999

年春の沈下状況を示しているが，パイルネット処理を

した場合は嵩上げ終了後の2年後，5年後とみても，

沈下は進行していない．パイルネット無処理について

も同様なことがいえる．この結果，盛土嵩上げ工事に

よって生じる沈下は堤防直下において今後3～5cm程

度と予想される．
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Fig．11　Predicted　latelal　displacement－time

　　　　curves　at　points　EI　and　E5

（2）側方変位

　Fig．11（a）に暫定盛土，嵩上げ盛土の施工過程を，（b），

（c）にE1，　E　5地点（Fig．8参照）における側方変位

を示す．図には，1982年3月から1983年3月までの観

測値も併せ示している．盛土まき出し過程中のE1の

計算値は実測値を過大評価しているが，盛土終了直前

から，10カ月間は良好な対応をしている．堤外側盛土

法尻部に近いE5点においては，両者の値は，計測期

間中，良好な一致を示している1また，側方変位の計

算値は観測終了時点以降ほとんど変化がない．
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　すなわち，JR軌道盛土端の側方変位は1．6mの盛土

嵩上げによって約4～5㎜の増加が予測される．

5．3変形予測のまとめ

　FEM解析より，沈下状況，側方変位の結果は実測

値と解析値の対応がほぼ取れており，解析モデルの妥

当が検証された．以下，盛土嵩上げによるJR軌道へ

の影響評価を行う．

　Fig．3に示したように盛土法尻とJR軌道までの距

離は一様でなく各測線毎に異なっている．そこで，F

EM解析を行った25K／100の解析結果から距離と変形

量の関係を把握した上で，各測線毎の予想変形量（Fig．

12）を求め光．

　Fig．12に示すように，相対変形量は基準値の8㎜／

10mを大きく下回っており，盛土嵩上げ工事による

変形に関する障害は発生しないものと判断される．

6．ま　とめ

　パイルネット施工区間の盛土嵩上げに伴う安定・変

形解析の結果，以下のことが明らかとなった．

1）支持力理論による安定計算を行った結果，最大盛

　土高さで安全率＆＝1．05，平均盛土高さで瓦＝

　1．63となり，最大盛土高さで目標安全率が確保でき

　ない結果となる．しかしながら，北海道開発局では

　飛二〇．8～1．2で実施されているので，この例による

　と許容値の範囲内にあるといえる．

2）円弧すべりによる安定解析を行った結果，堤内側，

　堤外側とも最小安全率でも1．0以上となる．さらに，

　木杭によるせん断抵抗を考慮すると十分な安全率が

　得られる．
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3）沈下解析の結果は，実測値と解析値を比較すると

堤外部において一致しない部分があるが，巨視的に

みるとパイルネットを考慮したモデルが実測値をよ

　く反映している．また，パイルネット処理による沈

下抑制効果がよく表れている．

4）側方変位が観測されている期間での解析値との対

応は，盛土古弊期間において過大評価しているが，

盛土終了時には良好な対応が取れている．その結果，

嵩上げ盛土によるJR軌道盛土端の側方変位は約4

～5㎜となる．

5）側方変形に対する判定を行った結果，JR線の基

準値に対して側方変位は大きく下回っており，嵩上

げ盛土によってJR軌道への深刻な影響はない．

6）久津具地区パイルネット処理区間で，盛土を1．6m

嵩上げした場合の周辺地盤およびJR軌道への影響

　は，支持力理論および円弧すべりによる安定検討，

変形に関する検討の結果，堤内側の既設盛土と新規

盛土の問を1m高さ埋土すれば（Fig．7（b）参照），盛

土を嵩上げしても十分な安全率を確保できるという

結論に達した．　　　　　，
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